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の女性）が自らの娘である乳児に対する暴行および殺人で，2018 年 10 月 5 日，福岡地方裁判
所で懲役 7年の有罪判決を受けたという事案である。公判では殺意および責任能力が争点と
なったが，裁判所は，年上の夫への「苛立ち」を犯行動機と認定し，殺意と完全責任能力を認
めた。この判決は，控訴期限経過により同年 10 月 20 日に確定した。本件事件は，法廷におけ
る犯行動機の構成や，ジェンダー規範によるリアリティ構築を分析するという筆者らの研究に
とって重要となる。
筆者らは，2019 年 8 月 9 日，本件事件の確定記録について，その保管者である福岡地方検
察庁検察官に対し，閲覧請求および謄写申出を行った（なお，検察庁の実務において「謄写」
は「閲覧」に含まれないと解釈され，その許否は検察官の裁量に委ねられている〔記録事務規
程 17 条 1 項〕。謄写の権利性が明確化されるべきだと考える）。前述のように検察庁では，閲
覧について制限的な制度運用がなされている。すなわち，刑訴法 53 条 1 項ただし書，同 2項，
記録法 4条 2項各号が閲覧制限事由を定めているが，これらが拡大解釈されれば，およそすべ
ての確定記録の閲覧が不可能となる（とくに，「関係人の名誉又は生活の平穏を著しく害する





同年 10 月 1 日，筆者らは記録担当検察事務官から，閲覧・謄写が許可された旨の通知を受
けた。そこで筆者は 10 月 21 日，共同研究者とともに福岡地検を訪れた。しかし，開示された
記録には，起訴状，主張書面，証拠等関係カード，証拠書類などが含まれていなかった。筆者
はこのことを指摘し，すべての記録を開示するように求めたが，担当事務官は「通常は見せて










告の手続で行うことが規定されているので（記録法 8条），筆者は 2020 年 4 月 23 日付で，準
抗告申立書を福岡地方裁判所に提出した（資料 1）（なお謄写に関する処分は，記録法上の不
服申立ての対象とならないとの判例がある〔最高裁 2002 年 6 月 4 日決定・集刑 281: 515〕）。
申立理由として，（1）原処分はすでに通知された許可処分に違反していること，（2）原処分は
実質的に閲覧一部不許可処分であるのに，記録法施行規則 8条 3項等で求められる不許可通知
を欠いていること，（3）検察官が非開示とした部分の筆者による閲覧は，刑訴法 53 条 1 項た
だし書，同 2項，記録法 4条 2項各号の制限事由に該当しないこと，（4）筆者は記録法 4条 2
項ただし書にいう「閲覧につき正当な理由を有する」こと，（5）原処分は憲法 21 条，23 条，
31 条，82 条に照らして問題があることを主張した。




がある」ので記録法 4条 2 項 5 号に該当する，（2）公判前整理手続段階の訴訟記録には，「弁
論の公開を禁止した事件」の閲覧を禁じた記録法 4条 2項 1号の趣旨が妥当する，（3）証人た
る警察官の担当業務につき，事件捜査に不当な影響を及ぼすおそれがあり，「検察庁の事務に





するため，7月 16 日付で申立の趣旨変更等申立書を提出した（資料 2）。
併せて筆者は，同日付の意見書を提出し，検察官の意見書に対する反論を行った（資料 3）。
意見書では，まず原処分が先行する許可処分に違反し，かつ必要な通知を欠いていることを再
確認した。そのうえで，（1）記録法 4条 2項 5号にいう「関係人の名誉又は生活の平穏を著し
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く害することとなるおそれ」については，現実かつ具体的な事情が存在しないこと，（2）記録
法 4条 2 項 1 号は，憲法 82 条 2 項にもとづき非公開とされた対審に関する規定であるから，
公判前整理手続の記録には妥当しないこと，（3）記録法 4条 1 項ただし書および刑訴法 53 条
1 項ただし書については，「検察庁の事務に支障があるとき」に当たらないことを主張した（な
お，資料 3の第 4に「記録法 4条 1号ただし書」とあるのは，すべて「記録法 4条 1項ただし
書」の誤記である）。加えて，仮に記録法 4条 2 項各号に該当したとしても，筆者は同項ただ
し書にいう「閲覧につき正当な理由を有する」ことを強調した。
4．福岡地裁決定
これらをふまえ福岡地裁は 2020 年 8 月 25 日付決定（LEX/DB 文献番号 25566579）で，筆

















1988: 137），過去の裁判例（福岡地裁小倉支部 1996 年 3 月 28 日決定・LEX/DB 文献番号
25462919）等で認められていることではあるが，他方で正当理由の認定に消極的な裁判例も存
























準 抗 告 申 立 書






訴訟法 430 条 1 項にもとづき，下記のとおり準抗告を申立てる。
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申 立 の 趣 旨
１ 　■■■■に係る殺人，傷害被告事件（福岡地方裁判所平成 29 年（わ）第 1207 号，平成













申 立 の 理 由
第 1　事案の概要
１ 　申立人は，福岡地方検察庁保管検察官（以下，「検察官」という）に対し，■■■■に











１ 　本件被告事件は，被告人が自らの娘（犯行当時生後 3～ 4か月）に対する傷害罪及び殺
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人罪で，2018 年 10 月 5 日，福岡地方裁判所において懲役 7年の有罪判決を受けた事案で






















記録につき，申立人と同趣旨の閲覧請求及び謄写申出をしていたところ，同年 10 月 1 日，
福岡地方検察庁記録担当検察事務官（以下，「担当事務官」という）は，藤田宛ての電話で，
「藤田及び申立人の閲覧及び謄写が許可された」旨を通知した。







　 　また申立人は，同年 11 月 9 日，判決書，公判調書と一体となる証人尋問調書及び被告
― 110 ―










　 　申立人は，2020 年 1 月 28 日，未開示部分の閲覧及び謄写を求める保管検察官宛書面を
内容証明郵便として郵送した（資料 4）。同書面は，同 30 日に配達されたことが確認され
ている（資料 5）。
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によって外部に表示された内容で成立し（最高裁判所 1955 年 9 月 28 日判決・民集 8巻 9
号 1779 頁以下），その効力は，相手方に到達することで発生すると解されている（最高裁
判所 1999 年 10 月 22 日判決・民集 53 巻 7 号 1270 頁以下）。




























２ 　本件被告事件は「弁論の公開を禁止した事件」ではなく（記録法 4条 2項 1号，刑事訴
訟法 53 条 2 項），終結後 3年を経過してもいない（記録法 4条 2 項 2 号）。また，閲覧請
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求記録には，裁判員，補充裁判員，選任予定裁判員，裁判員候補者の個人が特定される情
報は含まれていない（記録法 4条 2項 6 号）。そして，未開示部分を申立人に閲覧させる
ことで，「訴訟記録の保存又は裁判所若しくは検察庁の事務に支障」が生じることもない（刑
事訴訟法 53 条 1 項ただし書）。
３ 　さらに，閲覧目的及び上申書の内容に照らせば（資料 1，2），申立人による閲覧が，「公









り，裁判の公開原則等から派生する閲覧自由の原則（刑事訴訟法 53 条 1 項，記録法 4条
1項）が損なわれることになる。





５ 　なお，最高裁判所 2012 年 6 月 28 日決定（刑集 66 巻 7 号 686 頁以下）は，記録法にも
とづく判決書の閲覧について，「『プライバシー部分を除く』として請求がされていたにも
かかわらず，その趣旨を申立人に確認することなく，閲覧の範囲を検討しないまま，……
















第 5　正当理由の存在（記録法 4条 2項ただし書）














3 月 28 日決定は，記録法 4条 2項 2号及び 5号の閲覧制限事由が存在するとしつつも，「法
律学の研究と教育」を目的とする申立人の閲覧には，「正当な理由」があるとして，申立
を認容した（石塚伸一『刑事政策のパラダイム転換』現代人文社 1996 年 131 頁以下）。同











料 3の第 2，別紙 3）。それらの研究成果を，申立人は 2020 年度以降，学会等において報
告する予定である。
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２ 　まず，刑事確定訴訟記録の閲覧は，憲法 21 条，23 条，82 条との関係において，その意
義が認識されるべきである。




３ 　すなわち，裁判の公開原則（憲法 82 条）は，訴訟記録を事後的に検討する機会が確保
されてこそ，実質的な意味をもつ。裁判例においても，刑事確定訴訟記録の閲覧は，「憲
法 82 条の規定の趣旨を受けて」認められた「国民各自の具体的権利」とされている（静
岡地方裁判所沼津支部 1989 年 12 月 7 日決定・判タ 726 号 146 頁以下）。














地方検察庁の慣行によってなされたものであった。憲法 21 条，23 条，82 条の諸原則及び
権利が，このような形で制約されることを許してはならない。








そればかりか，2019 年 12 月 10 日以降，担当事務官は申立人に対し，検察官の処分は「一
部不許可」ではなく，あくまで「許可」であるとの説明を繰り返した。つまり，現実には
閲覧一部不許可処分がなされながら，口頭ですらも，その通知が行われていないのである。




６ 　したがって，原処分は，憲法 21 条，23 条，31 条，82 条に違反するか，少なくとも，
上記各条の趣旨という観点から，原処分の違法性が一層明確になったというべきである。
第 7　結語〔略〕
添 付 資 料
１　2019 年 8 月 9 日付保管記録閲覧請求書（別紙を含む）（写し）
２　2019 年 8 月 9 日付謄写申出書（写し）
３　2019 年 8 月 9 日付上申書（別紙 1～ 3を含む）（写し）
４ 　2020 年 1 月 28 日付「保管記録の閲覧・謄写に関する要請」と題する書面（内容証明郵便）
の謄本（写し）
５　2020 年 1 月 29 日付郵便物等配達証明書（写し）
以　上
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■資料 2
令和 2年（む）第 793 号
申立人　大 貫 挙 学
申立の趣旨変更等申立書
2020 年 7 月 16 日
福岡地方裁判所第 2刑事部　御中
申立人　大　貫　挙　学





１ 　■■■■に係る殺人，傷害被告事件（福岡地方裁判所平成 29 年（わ）第 1207 号，平成
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名・経歴の記載箇所」または「未開示部分②」に関する主張は（「申立の理由」第 2の 5
項 11-14 行目，第 3の 2 項 10-12 行目，第 3の 4 項 3-5 行目，第 4の 3 項 7-9 行目），別紙
1の第 1項記載部分に関する主張とする。
３ 　準抗告申立書の「申立の理由」について，（1）第 2の 6 項 8 行目の「同 30 日」を「同









令和 2年（む）第 793 号
申立人　大 貫 挙 学
意　見　書
2020 年 7 月 15 日
福岡地方裁判所第 2刑事部　御中
申立人　大　貫　挙　学












２ 　そして，（1）2020 年 7 月 15 日付申立の趣旨変更等申立書別紙 1記載部分の申立人によ
る閲覧につき，刑事訴訟法（以下「刑訴法」という）53 条 1 項ただし書，同条 2項，刑
事確定訴訟記録法（以下，「記録法」という）4条 1 項ただし書，同条 2項各号の制限事
由はいずれも存在しないこと（準抗告申立書「申立ての理由」第 4），（2）上記部分の閲
覧につき申立人は，記録法 4条 2項ただし書にいう「正当な理由」を有すること（同前第









全部分について，記録法 4条 2項 5号に該当すると主張する。
２ 　しかし，閲覧制限事由の該当性は，検察官が立証責任を負うべきところ，検察官は「関
係者の名誉・生活を著しく害するおそれがあるため」と述べているが（検察官意見書別紙









資料 3の第 2，第 3）。
　 　また，記録法 4条 2項 5号にいう「おそれ」の有無を判断するにあたっては，記録内容
の公表に伴う弊害を（事前予測にもとづいて）過度に重視すべきではないが（飯田正剛ほ
か「第四条（保管記録の閲覧）」〔福島至編『コンメンタール刑事確定訴訟記録法』現代人
文社 1999 年〕125-126 頁），申立人は，研究の過程で，事件の経緯等に言及する場合も，









　　したがって，申立人による閲覧につき，記録法 4条 2項 5号の制限事由は存在しない。





５ 　よって，前記 1項記載部分のうち申立人が閲覧を求めている箇所につき，記録法 4条 2
項 5号該当性は不開示相当の理由とはならない。





条 2項 1号に「準じて不開示が相当」であると主張する（検察官意見書別紙 2，3）。
２ 　記録法 4条 2 項 1 号は，刑訴法 53 条 2 項が定める閲覧制限事由を再度規定したもので
あり，ここでの「弁論の公開を禁止した事件」とは，憲法 82 条 2 項により対審が公開さ
れなかった事件をいう（押切謙德ほか『注釈刑事確定訴訟記録法』ぎょうせい 1988 年
47・138 頁，古田佑紀「刑事確定訴訟記録」〔藤永幸治ほか編『大コンメンタール刑事訴
訟法第 8巻』青林書院 1999 年所収〕43 頁）。憲法は，例外的に対審を非公開にする場合
について厳格な条件を定めているが，それは裁判の公開原則（憲法 82 条 1 項）への慎重
な配慮にもとづいている。
　 　しかし，公判前整理手続は，（通常は）公開の法廷で実施されないというだけであって，
憲法 82 条 2 項にもとづいて非公開とされたものではない。したがって，公判前整理手続




検察官による刑事確定訴訟記録の閲覧制限に対する準抗告（福岡地方裁判所令和 2年（む）第 793 号）（大貫挙学）
ていない。















訟記録について，記録法 4条 2項 1号によって不開示相当とする検察官の主張は誤ってい
る。













３ 　最高裁判所 2015 年 10 月 27 日決定（刑集 69 巻 7 号 787 頁以下）は，記録法 4条 1号た
だし書及び刑訴法 53 条 1 項ただし書にいう「検察庁の事務」に捜査や公判が含まれると
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しつつも，捜査や公判一般への影響ではなく，「その保管記録に係る事件と関連する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
他の
事件の捜査や公判に不当な影響を及ぼすおそれ」（強調点は引用者）を問題とする。
　 　また，同決定が是認した原審の京都地方裁判所 2015 年 7 月 17 日決定（LEX/DB 文献
番号 25542407）を含め，関連事件の捜査や公判との関係で「検察庁の事務」への「支障」
を認定した裁判例（名古屋地方裁判所 1990 年 6 月 30 日決定・判時 1452 号 19 頁以下，水
戸地方裁判所 1989 年 4 月 27 日決定・判タ 707 号 272 頁以下）においては，閲覧請求者と
関連事件との関係，保管記録の内容，関連事件の捜査や公判の進行状況等，具体的事情を
考慮した判断がなされている。
　 　さらに，東京地方裁判所 2003 年 2 月 14 日決定（判タ 898 号 254 頁以下）は，「刑事事
件一般について将来的に事件関係者の捜査・公判に対する非協力を招く」というような「抽
象的なおそれ」をもって，閲覧不許可事由に当たると解することは「およそ無理である」と，












５ 　よって，前記証人の担当業務を申立人に閲覧させることで，記録法 4条 1号ただし書及
び刑訴法 53 条 1 項ただし書にいう「検察庁の事務に支障が生じる」ということはできない。
添 付 資 料
（資料 1～ 5は準抗告申立書に添付）
6　藤田智子による 2020 年 7 月 10 日付陳述書（原本）
以　上
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■資料 4
令和 2年（む）第 793 号
決　定
申立人　大　貫　挙　学
被告人■■■■に対する殺人，傷害被告事件（当庁平成 29 年（わ）第 1207 号，平成 30 年（わ）
第 23 号。以下「本件刑事被告事件」という）に係る刑事確定訴訟記録（以下「本件保管記録」
という）の閲覧請求について，令和元年 9月 27 日福岡地方検察庁検察官（以下「保管検察官」
という）がした申立人に対する閲覧一部不許可処分に対し，令和 2年 4 月 24 日，申立人から
準抗告の申立てがあったので，当裁判所は，次のとおり決定する。
主　文

































保管検察官は，同年 9月 27 日，本件閲覧請求について，請求（申出）どおり許可する旨の
決定（以下「本件決定」という）及び閲覧許可部分の謄写の申出についても，申し出どおり許




イ　そこで，申立人は，令和 2年 4 月 24 日，保管検察官による閲覧不許可処分の取消しを
求めて本件準抗告を申し立てた。
その後，当裁判所は，本件準抗告に至る経緯に鑑み，保管検察官に対し，本件準抗告に対す
る意見を求めたところ，保管検察官は，同年 6月 15 日，本件閲覧記録のマスキングを施した
部分の一部については，法 4条 2 項 5 号，4 条 1 項ただし書，刑事訴訟法 53 条 1 項ただし書
に該当し，本件閲覧記録以外の記録の一部については，法 4条 2項 5号又は同項 6号に該当す
るか，同項 1号に準じるとして，閲覧を許可できないが，その余は閲覧を許可する旨の意見を
述べた。
申立人は，保管検察官のこの意見を受け，同年 7月 16 日，申立の趣旨変更等申立書と同日
付け意見書を提出した。
　（2）検討
上記（1）アのとおり，保管検察官は，令和元年 9月 27 日，申立人による本件閲覧請求をそ
の請求（申出）どおり許可する旨の決定書を作成し，申立人に通知した。しかし，申立人に閲

























3　よって，本件準抗告は理由があるから，法 8条，刑事訴訟法 430 条 1 項，432 条，426 条
2 項により，主文のとおり決定する。











2020 年 11 月 16 日受理
